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１【公開買付者の氏名又は名称及び住所又は所在地】

名称　　　株式会社ＩＨＩ

所在地　　東京都江東区豊洲三丁目１番１号

 

２【公開買付者が買付け等を行う株券等の種類】

普通株式

 

３【当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由】

(1）意見の内容

　当社は、平成24年２月３日開催の取締役会において、公開買付者による当社の普通株式に対する公開買付け（以下「本公

開買付け」といいます。）について、下記「(2）意見の根拠及び理由」の根拠及び理由に基づき、賛同の意見を表明すると

ともに、当社の株主の皆様に対し本公開買付けに応募することを推奨する旨の決議をいたしました。

　なお、上記取締役会決議は、下記「(3）買付け等の価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措

置等本公開買付けの公正性を担保するための措置」の中の「⑥　当社における利害関係を有しない取締役及び監査役の承

認」に記載された方法により、決議に参加した取締役の全員一致により決議されております。

 

(2）意見の根拠及び理由

①　本公開買付けの概要

　当社は、公開買付者より、本公開買付けの概要につき、以下の説明を受けております。

　公開買付者は、本書提出日現在、当社の普通株式を11,090,445株（当社が平成23年11月10日に提出した第38期第２四半

期報告書に記載された平成23年９月30日現在の当社の発行済株式総数20,746,000株に対する割合：53.46％（小数点以

下第三位を四捨五入。以下同様とします。））を保有し、当社を連結子会社としておりますが、この度、当社を公開買付者

の完全子会社とすることを目的として、当社の発行済株式の全て（ただし、公開買付者が保有する当社の株式及び当社

が保有する自己株式を除きます。）を対象とする本公開買付けを実施することを決定したとのことです。なお、本公開買

付けにおいては、2,740,222株（当社の発行済株式総数20,746,000株に対する割合：13.21％）を買付予定数の下限とし

て設定しており、応募株券等の数の合計が買付予定数の下限に満たない場合は、応募株券等の全部の買付けを行わない

とのことです。応募株券等の数の合計が買付予定数の下限以上の場合は、応募株券等の全部の買付け等を行うとのこと

です。上記の買付予定数の下限につきましては、本公開買付け成立後における公開買付者の株券等所有割合が３分の２

を上回る水準（所有株式数：13,830,667株、当社の発行済株式総数20,746,000株に対する割合：66.67％）となるよう

設定しているとのことです。

　また、公開買付者は、当社を公開買付者の完全子会社とすることを目的としているため、本公開買付けが成立し、本公開

買付けにおいて当社の発行済株式の全て（公開買付者が既に保有している当社株式及び当社が保有する自己株式を除

きます。）を取得できなかった場合には、下記「(4）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関す

る事項）」に記載の一連の取引（以下、本公開買付けとあわせて「本取引」といいます。）により、公開買付者が当社の

発行済株式の全て（当社が保有する自己株式を除きます。）を保有することとなる予定とのことです。本取引が実行さ

れた場合には、当社の普通株式は、所定の手続を経て上場廃止となります。

 

②　本公開買付けに賛同するに至った意思決定の過程及び理由

　公開買付者は、資源・エネルギー、船舶・社会基盤・セキュリティ、産業機械・システム、回転・量産機械及び航空・宇

宙を事業基盤とする1853年（嘉永６年）創業の総合重工業会社です。

　公開買付者は、2009年（平成21年）５月に制定した「ＩＨＩグループビジョン」において、公開買付者グループの目指

すべき姿を、「技術をもって社会の発展に貢献する」「人材こそが最大かつ唯一の財産である」という経営理念を念頭

に、「21世紀の環境、エネルギー、産業・社会基盤における諸問題を、ものづくり技術を中核とするエンジニアリング力

によって解決し、地球と人類に豊かさと安全・安心を提供するグローバルな企業グループである」と定めました。

　公開買付者は、このような視点に基づいて、2009年（平成21年）11月に「グループ経営方針2010」を策定し、諸施策の

実行のために、「本体販売重視のビジネスモデルからライフサイクル重視のビジネスモデルへ」、「技術シーズ重視の

製品戦略から市場ニーズに即した製品戦略へ」、「国内中心の事業運営からグローバルな事業運営へ」、という３つの

パラダイム転換を掲げ、新たな成長に向けた変革のために、グループの総力を結集して、実現に努めているところです。

　当社は、1974年（昭和49年）12月に公開買付者の鉄構事業部建材部から分離独立し設立され、コンクリート系及び鋼製

双方のセグメントを生産する企業として発展してきました。さらに自走式立体駐車場や防音壁等の建築分野にも進出

し、1988年（昭和63年）３月には株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）市場第二部に株式

を上場しました。
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　一方、当社は、公共事業の縮減と民間建設投資の低迷により平成17年３月期からは売上高が減少に転じ、特に、平成19年

３月期には45億円の純損失に転落するとともに、３期連続で純損失を計上しました。このため2008年（平成20年）11月

に事業構造の再構築と財務基盤の強化を目的とした経営改善中期計画を策定し、強みを持つ分野への集中、収益性を重

視した営業活動の推進や組織の見直しとスリム化を進めることで、平成22年３月期から純利益を計上しています。

　しかしながら、当社の事業環境は急速に変化しており、平成24年３月期第２四半期決算で公表されたとおり、再度純損

失の計上が避けられない見通しとなり、2011年（平成23年）７月には希望退職者の募集、同年10月には自走式立体駐車

場事業を公開買付者グループ会社のＩＨＩ運搬機械株式会社へ譲渡するなど収益改善に取り組んでいますが、先行き不

透明な経済情勢や今後の競争環境次第では、当社単独ではこのような状況の解消が困難になる可能性があります。

　以上のような状況認識に基づき、公開買付者と当社は、当社の属する業界を取り巻く厳しい環境下において当社の業績

基盤の改善を図るとともに、公開買付者グループ全体の経営資源配分の最適化を図ることを可能とする組織体制を構築

することについて、2011年（平成23年）９月頃より検討・協議を進めてまいりました。その結果、公開買付者及び当社

は、当社にとりましては、短期的な業績の変動に左右されることなく、当該分野での成長が期待できる東南アジア諸国へ

の展開や公開買付者が強みを持つ橋梁事業などの社会基盤事業との連携など中長期的な視点に立脚した成長戦略が必

要であり、公開買付者の完全子会社とした上で公開買付者グループ内でのシナジー効果を高めることを視野に入れた検

討を行い、上場維持コストの削減効果とあわせて、当社の収益体質の改善を進めることが最適であると判断しました。そ

のため、公開買付者は、平成24年２月３日に公開買付者が当社を完全子会社化することを目的として本公開買付けを実

施することを決定したとのことです。

　また、公開買付者は、公開買付者にとりましても、当社の完全子会社化により、グループ全体での意思決定を従来以上に

迅速に行う体制が構築できるとともに、グループ全体としてのコスト削減効果も期待できるものと考えているとのこと

です。

　なお、公開買付者は、本公開買付け後の具体的な当社の経営方針及び事業内容の見直しにつきましては、当社の完全子

会社化を実施後に当社と協議・検討を行うことを予定しているとのことです。

　また、当社は、公開買付者から、本取引の提案を受け、下記「(3）買付け等の価格の公正性を担保するための措置及び利

益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担保するための措置」に記載の内容等を踏まえ、本公開買付け

を含む本取引に関する諸条件について慎重に検討した結果、本公開買付けが当社の企業価値向上及び株主共同の利益の

観点から有益であり、本公開買付けにおける買付け等の価格（以下「本公開買付価格」といいます。）及び本公開買付

けに係るその他の諸条件は妥当であり、本公開買付けは、当社の株主の皆様に対して合理的な価格により当社株式の売

却の機会を提供するものであると判断いたしました。

　以上から、当社は、平成24年２月３日開催の取締役会において、本公開買付けについて賛同するとともに、当社の株主の

皆様に対し本公開買付けに応募することを推奨する旨の決議をいたしました。

　なお、当社は、平成24年２月３日開催の取締役会において、本公開買付けが成立することを条件に、平成24年３月31日の

最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対する配当を行わないことを決議しております。
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(3）買付け等の価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担保す

るための措置

　当社は公開買付者の連結子会社であり、また当社の取締役のうち１名及び社外監査役のうち２名が公開買付者の従業員

を兼務していることに鑑み、公開買付者及び当社は、本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避

するための措置等本公開買付けの公正性等を担保するための措置として、以下のような措置を講じております。

　なお、公開買付者は、当社の本公開買付けに関する取締役会決議等の意思決定プロセスに関与しておりません。

①　当社における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

　当社の取締役会は、本公開買付けに関する意見を決定するにあたり、本公開買付価格の公正性・妥当性を担保するため

の基礎資料として、公開買付者及び当社から独立した第三者機関としてのフィナンシャル・アドバイザーである、株式

会社エイ・ジー・エス・コンサルティング（以下「エイ・ジー・エス・コンサルティング」といいます。）に当社の株

式価値の算定を依頼し、エイ・ジー・エス・コンサルティングから平成24年２月２日に当社の株式価値の算定結果に関

する株式価値算定書を取得いたしました。なお、当社は、エイ・ジー・エス・コンサルティングから本公開買付価格の公

正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。

　エイ・ジー・エス・コンサルティングは、公開買付者及び当社の関連当事者には該当せず、本公開買付けに関して記載

すべき重要な利害関係を有しておりません。

　エイ・ジー・エス・コンサルティングは、市場株価法及びディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣ

Ｆ法」といいます。）の各手法を用いて当社の株式価格算定を行っております。

　上記各手法において算定された当社株式１株当たりの株式価値の範囲はそれぞれ以下のとおりです。

市場株価法　　109円～143円

ＤＣＦ法　　　121円～207円

　市場株価法では、算定基準日を平成24年２月２日として、東京証券取引所市場第二部における当社株式の直近１ヶ月間

の終値の単純平均値（143円、ただし小数点以下を四捨五入）、直近３ヶ月間の終値の単純平均値（126円、ただし小数点

以下を四捨五入）及び直近６ヶ月間の終値の単純平均値（109円、ただし小数点以下を四捨五入）を基に、当社株式１株

当たりの株式価値の範囲を109円から143円までと算定しております。

　ＤＣＦ法では、当社の事業計画、直近までの業績の動向及び一般に公開された情報等の諸要素を考慮した平成24年３月

期以降の当社の将来の収益予想に基づき、当社が将来生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ・フローを一定の割引

率で現在の価値に割り引いて企業価値や株式価値を分析し、当社株式１株当たりの株式価値の範囲を121円から207円ま

でと算定しております。

 

②　公開買付者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

　公開買付者は、みずほ証券株式会社（以下「みずほ証券」といいます。）及び野村證券株式会社（以下「野村證券」と

いいます。）を本公開買付けのためのフィナンシャル・アドバイザーに任命し、本公開買付価格の公正性を担保するた

め、本公開買付価格を決定するにあたり、公開買付者及び当社から独立した第三者算定機関であるみずほ証券に対し、当

社の株式価値の算定を依頼し、平成24年２月２日付で株式価値算定書を取得して、その参考としているとのことです。な

お、公開買付者は、みずほ証券及び野村證券から本公開買付価格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）を

取得していないとのことです。

　みずほ証券は、市場株価基準法及びＤＣＦ法の各手法を用いて当社の株式価値の算定を行いました。上記各手法におい

て算定された当社の普通株式１株当たりの株式価値のレンジはそれぞれ以下のとおりとのことです。

（ⅰ）市場株価基準法

　平成24年２月２日を基準日として、東京証券取引所市場第二部における当社普通株式の基準日終値（150円）、過

去１ヶ月間の終値の単純平均値（143円（小数点以下四捨五入））、過去３ヶ月間の終値の単純平均値（126円（小

数点以下四捨五入））及び過去６ヶ月間の終値の単純平均値（109円（小数点以下四捨五入））をもとに、１株当

たりの株式価値の範囲を109円から150円と算定しているとのことです。
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（ⅱ）ＤＣＦ法

　当社の事業計画、当社とのマネジメントインタビュー、直近までの業績の動向、一般に公開された情報等の諸要素

を考慮した平成24年３月期以降の当社の収益予想に基づき、当社が将来獲得することが期待されるキャッシュ・フ

ローを一定の割引率で現在価値に割引くことにより当社の株式価値を評価し、１株当たりの株式価値を149円から

194円と算定しているとのことです。

　公開買付者は、上記の株式価値算定書における当社の株式価値の算定結果を参考にしつつ、過去に行われた本公開買付

けと同種の公開買付けの際に付与されたプレミアムの実例、当社の株式の市場株価の動向、当社との協議・交渉の結果、

当社による本公開買付けへの賛同の可否及び本公開買付けの見通し、本公開買付けの後に当社株式が上場廃止になるこ

とが見込まれており当社の株主の皆様への影響が大きいこと等を総合的に勘案し、平成24年２月３日開催の取締役会に

て最終的に本公開買付価格を175円とすることに決定したとのことです。

　なお、本公開買付価格である１株当たり175円は、本公開買付けの実施についての公表日の前営業日である平成24年２

月２日の東京証券取引所市場第二部における当社の普通株式の終値150円に対して16.67％（小数点以下第三位を四捨

五入）、過去１ヶ月間（平成24年１月４日から平成24年２月２日まで）の終値の単純平均値143円（小数点以下を四捨

五入）に対して22.38％（小数点以下第三位を四捨五入）、過去３ヶ月間（平成23年11月４日から平成24年２月２日ま

で）の終値の単純平均値126円（小数点以下を四捨五入）に対して38.89％（小数点以下第三位を四捨五入）、過去６ヶ

月間（平成23年８月３日から平成24年２月２日まで）の終値の単純平均値109円（小数点以下を四捨五入）に対して

60.55％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアムをそれぞれ加えた金額となります。

　また、本公開買付価格である１株当たり175円は、本書提出日の前営業日である平成24年２月３日の東京証券取引所市

場第二部における当社の普通株式の終値148円に対して18.24％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアムを加え

た金額となります。

　なお、当社がエイ・ジー・エス・コンサルティング及びみずほ証券に提出したＤＣＦ法において算定の基礎となる事

業計画は、平成29年３月期までの将来の事業計画であり、平成24年３月期は、事業環境の悪化により赤字予想となるもの

の、今後の事業環境の好転による受注増加や継続的なコスト削減を主要因として大幅な増益を見込んでいる事業年度が

含まれております。

 

③　当社における独立役員である社外監査役の監査のもとでの取締役による検討・交渉及び報告

　当社は、公開買付者からの本取引に関する提案（以下「本提案」といいます。）に対し、意思決定過程の恣意性を排除

して公正性、透明性及び客観性を高めることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の観点から検討及び交渉

した上で意思決定することを目的として、公開買付者の役員及び従業員を現在及び過去においても兼務したことがな

く、公開買付者と利害関係を有しない当社取締役藤生和幸氏（以下「本取締役」といいます。）に対し、公開買付者及び

当社から独立した当社の独立役員である社外監査役清水知彦氏（以下「本独立役員」といいます。）の監査のもと、

(ⅰ)公開買付者から当社取締役会に対して提示された本提案について、(a)本提案の目的の正当性、(b)本公開買付価格

を含む本取引の諸条件の妥当性、(c)本取引が当社の企業価値の向上に資すること、などの諸般の事情に照らし、本公開

買付けを含む本取引が当社の少数株主にとって不利益なものではないか否か、及び、本公開買付けに対する当社の意見

表明の内容が当社の少数株主にとって不利益なものではないか否か、を検討すること、(ⅱ)前項の検討並びに本提案の

適法性及び妥当性を担保するため、公開買付者と利害関係を有しない当社取締役の立場において、本提案に関し公開買

付者と交渉を行うこと、(ⅲ)平成24年２月３日開催の当社取締役会において、前２項の検討並びに交渉の経緯及び結果

を報告すること、という３つの事項を委嘱しました。

　本取締役は、上記委嘱事項を遂行するにあたり、本独立役員の監査のもと、本取引に関連する資料を精査するとともに、

複数回に亘って、公開買付者との協議・交渉を行うとともに、当社のフィナンシャル・アドバイザーであるエイ・ジー

・エス・コンサルティングから提出された株式価値算定書について説明を受けたうえで質疑応答を重ねています。

　かかる手続を経て、平成24年２月３日開催の当社取締役会において、本取締役から公開買付者との交渉経緯が説明され

た後、当社取締役会に対して、(ⅰ)(a)本取引は、公開買付者グループ内でのシナジー効果を高め、当社の収益体質の改善

を進めること等を目的とするものであるところ、かかる目的は正当であり、支配株主が少数株主の利益の犠牲のもとに

利益を図る目的その他の不当な目的は認められないこと、(b)本公開買付価格を含む本取引の諸条件は、本独立役員の監

査のもと、少数株主の利益に配慮して行動した本取締役が公開買付者との間で真摯に協議・交渉を行った上で最終的に

決定されていること、並びに、本公開買付価格及びその後の全部取得条項付種類株式を利用したスクイーズアウト（下

記「(4）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載の本公開買付け後に予定

する一連の手続をいいます。以下同様であります。）の際に当社の株主の皆様に最終的に交付される金銭の額の算定の

基準となる予定の価格については、独立した第三者算定機関であるエイ・ジー・エス・コンサルティングの株式価値算

定書の評価額のレンジの範囲に位置し、かつ当社から委嘱を受けた本取締役が本独立役員の監査のもと、公開買付者と

の間で行った協議・交渉を踏まえて最終的に提案された価格であること、などからすれば本公開買付価格を含む本取引

の諸条件は妥当であること、(c)本取引が当社の株主、従業員、取引先その他のステークホルダーの利益に照らし、当社の
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企業価値の向上に資すること、などの諸般の事情を総合考慮した結果、本取引は当社の少数株主にとって不利益なもの

ではなく、本公開買付けに対して公表する当社意見は当社の少数株主にとって不利益なものではない旨並びに(ⅱ)本提

案に関する公開買付者との適正な交渉の経緯及び結果についての報告がなされました。なお、当該報告内容は、本独立役

員の監査を経たものであります。

 

④　当社における独立した法律事務所からの助言

　当社は、本取引に係る審議に慎重を期し、当社取締役会の意思決定の公正性及び適正性を担保するために、当社及び公

開買付者から独立したリーガル・アドバイザーであるシティユーワ法律事務所を選任し、本公開買付けを含む本取引に

対する当社取締役会の意思決定の方法及び過程等に関する法的助言を得ております。

 

⑤　当社における支配株主との間に利害関係を有しない者による、上場会社又はその子会社等による決定が少数株主に

とって不利益なものでないことに関する意見の入手

　当社は、平成24年２月３日、当社の支配株主である公開買付者と利害関係を有しない本独立役員から、本公開買付けを

含む本取引について、(a)本取引は、公開買付者グループ内でのシナジー効果を高め、当社の収益体質の改善を進めるこ

と等を目的とするものであるところ、かかる目的は正当であり、支配株主が少数株主の利益の犠牲のもとに利益を図る

目的その他の不当な目的は認められないこと、(b)本公開買付価格を含む本取引の諸条件は、本独立役員の監査のもと、

少数株主の利益に配慮して行動した本取締役が公開買付者との間で真摯に協議・交渉を行った上で最終的に決定され

ていること、並びに、本公開買付価格及びその後の全部取得条項付種類株式を利用したスクイーズアウトの際に当社の

株主の皆様に最終的に交付される金銭の額の算定の基準となる予定の価格については、独立した第三者算定機関である

エイ・ジー・エス・コンサルティングの株式価値算定書の評価額のレンジの範囲に位置し、かつ当社から委嘱を受けた

本取締役が本独立役員の監査のもと、公開買付者との間で行った協議・交渉を踏まえて最終的に提案された価格であ

り、本取締役がその協議・交渉において当社少数株主の利益に配慮して行動したことの説明に納得することができたこ

と、などからすれば本公開買付価格を含む本取引の諸条件は妥当であること、(c)本取引が当社の株主、従業員、取引先そ

の他のステークホルダーの利益に照らし、当社の企業価値の向上に資すること、などの諸般の事情を総合考慮した結果、

本取引は当社の少数株主にとって不利益なものではなく、本公開買付けに対して公表する当社意見は当社の少数株主に

とって不利益なものではないと判断する旨の当社取締役会宛の意見（以下「本意見」といいます。）を入手しておりま

す。

 

⑥　当社における利害関係を有しない取締役及び監査役の承認

　当社の取締役会は、公開買付者から本取引の提案を受け、エイ・ジー・エス・コンサルティングより取得した当社株式

の株式価値算定書、本独立役員の監査のもとでの本取締役による検討、交渉の経緯及び結果の報告、シティユーワ法律事

務所から得た法的助言、本独立役員から取得した本意見の内容その他の関連資料を踏まえ、本公開買付けを含む本取引

に関する諸条件について慎重に検討した結果、本公開買付けが当社の企業価値向上及び株主共同の利益の観点から有益

であり、本公開買付価格及び本公開買付けに係るその他の諸条件は妥当であり、本公開買付けは、当社の株主の皆様に対

して合理的な価格により当社株式の売却の機会を提供するものであると判断し、平成24年２月３日開催の取締役会にお

いて、畑英也氏を除く全ての取締役の全員一致で、本公開買付けについて賛同するとともに、当社の株主の皆様に対し本

公開買付けに応募することを推奨する旨の決議をいたしました。また、当社の上記取締役会には、増田徹氏及び石田俊明

氏を除く当社の全ての監査役が出席し、その全ての監査役が、当社の取締役会が本公開買付けに賛同の意見を表明し、か

つ、当社の株主の皆様に対して本公開買付けへの応募を推奨することに異議がない旨の意見を述べました。

　なお、当社の社外取締役である畑英也氏は公開買付者の従業員を兼務しているため、利益相反の疑いを回避する観点か

ら、当社の取締役会における全ての本取引に関する議題の審議及び決議に参加しておらず、また、当社の立場において本

取引に関する公開買付者との協議・交渉には参加しておりません。また、当社の社外監査役である増田徹氏及び石田俊

明氏は公開買付者の従業員を兼務しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、当社の取締役会における全ての

本取引に関する議題の審議に参加しておりません。

 

⑦　比較的長期に渡る買付け等の期間の設定

　公開買付者は、本公開買付けにおける買付け等の期間（以下「公開買付期間」といいます。）を、法令に定められた最

短期間が20営業日であるところ、30営業日に設定しております。公開買付期間を比較的長期に設定することにより、当社

の株主の皆様に本公開買付けに対する応募について適切な判断機会を確保するとともに、公開買付者以外にも買付け等

を行う機会を確保し、もって本公開買付価格の適正性を担保しているとのことです。また、公開買付者及び当社は、当社

が対抗的買収提案者と接触することを禁止するような取引保護条項を含む合意等、当該対抗的買収提案者が当社との間

で接触することを制限するような内容の合意を行っておりません。このように、上記公開買付期間の設定とあわせ、対抗

的な買付け等の機会が確保されることにより、本公開買付けの公正性の担保に配慮しております。
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(4）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）

　公開買付者は、上記「(2）①　本公開買付けの概要」記載のとおり、当社を公開買付者の完全子会社とすることを目的と

しており、本公開買付けが成立したものの、本公開買付けにより、当社の発行済株式の全て（ただし、当社が保有する自己

株式を除きます。）を取得できなかった場合には、公開買付者は、本公開買付け後に以下の方法により、公開買付者が当社

の発行済株式の全て（ただし、当社が保有する自己株式を除きます。）を取得することを企図しているとのことです。

　具体的には、本公開買付けが成立した後、公開買付者は、①当社を会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を含みま

す。以下「会社法」といいます。）の規定する種類株式発行会社とすることを内容とする定款の一部変更を行うこと、②当

社の発行する全ての普通株式に全部取得条項（会社法第108条第１項第７号に規定する事項についての定めをいいます。

以下同じ。）を付すことを内容とする定款の一部変更を行うこと、及び③当該全部取得条項が付された当社の普通株式の

全て（ただし、当社の保有する自己株式を除きます。）の取得と引換えに別個の種類の当社の株式を交付することのそれ

ぞれの議案を平成24年５月開催予定の当社の臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」といいます。）に付議するよう当社

に要請する予定とのことです。

　また、本臨時株主総会において上記①のご承認をいただき、上記①に係る定款の一部変更の効力が発生しますと、当社は

会社法の規定する種類株式発行会社となりますが、上記②については、会社法第111条第２項第１号に基づき、本臨時株主

総会の決議に加えて、株式の内容として全部取得条項が付されることになる当社の普通株式を保有する株主の皆様を構成

員とする種類株主総会（以下「本種類株主総会」といいます。）の決議が必要となります。そのため、公開買付者は、上記

②の定款の一部変更を行うことを付議議案に含む本種類株主総会を本臨時株主総会の開催日と同日に開催するよう当社

に要請する予定とのことです。なお、公開買付者は、本臨時株主総会及び本種類株主総会において上記各議案に賛成する予

定とのことです。

　上記の各手続が実行された場合には、当社の発行する全ての普通株式は全部取得条項付の株式とされた上で、その全て

（ただし、当社が保有する自己株式を除きます。）が当社に取得されることとなり、当社の株主の皆様には当該取得の対価

として別個の種類の当社の株式が交付されることとなりますが、当社の株主の皆様のうち、交付されるべき当社の当該株

式の数が１株に満たない端数となる株主の皆様に対しては、会社法第234条その他の関連法令の定めに従い、当該端数の合

計数（合計した数に端数がある場合には当該端数は切り捨てられます。）に相当する当社の当該株式を売却すること等に

よって得られる金銭が交付されることになります。なお、当該端数の合計数に相当する当社の当該株式の売却価格（及び

その結果株主の皆様に交付されることになる金銭の額）については、本公開買付価格と同一の価格を基準として算定され

る予定です。また、全部取得条項が付された普通株式の取得の対価として交付する当社の株式の種類及び数は、本書提出日

現在未定ですが、公開買付者が当社の発行済株式の全て（当社が保有する自己株式を除きます。）を保有することになる

よう、本公開買付けに応募されなかった当社の株主の皆様に対し交付しなければならない当社の株式の数が１株に満たな

い端数となるよう算定される予定です。

　上記の各手続に関連する少数株主の皆様の権利保護を目的とした会社法上の規定として、(イ)上記②の普通株式に全部

取得条項を付す旨の定款変更を行うに際しては、会社法第116条及び第117条その他の関係法令の定めに従って、株主の皆

様はその有する株式の買取請求を行うことができる旨が定められており、また、(ロ)上記③の全部取得条項が付された普

通株式の全部取得が本臨時株主総会において決議された場合には、会社法第172条その他の関係法令の定めに従って、株主

の皆様は裁判所に対して当該株式の取得の価格の決定の申立てを行うことができます。上記の(イ)又は(ロ)の方法による

１株当たりの買取価格及び取得価格は、最終的には裁判所が判断することとなります。

　公開買付者は、上記の手続に関して、関連法令についての当局の解釈の状況、本公開買付け後の公開買付者の株券等保有

割合、公開買付者以外の当社の株主の皆様の当社株式の保有状況等によっては、それと同等の効果を有する他の方法の実

施を当社に要請し、また当該実施に時間を要する可能性があります。ただし、上記の方法を変更する場合でも、公開買付者

は、公開買付者以外の当社の株主の皆様に対して最終的に金銭を交付する方法により、公開買付者が当社の発行済株式の

全て（ただし、当社が保有する自己株式を除きます。）を保有することを予定しているとのことです。この場合における当

社の株主の皆様に交付される金銭の額についても、特段の事情がない限り、本公開買付価格と同一の価格を基準として算

定される予定とのことです。上記の具体的な手続については、当社と協議の上、決定次第、当社が速やかに公表する予定で

す。

　なお、本公開買付けは、本臨時株主総会及び本種類株主総会における当社の株主の皆様の賛同を勧誘するものでは一切あ

りません。また、本公開買付けへの応募又は上記の手続における税務上の取扱いについては、株主の皆様が各位において自

らの責任にて税務専門家にご確認いただきますようお願いいたします。

 

(5）上場廃止となる見込み及びその事由

　当社の普通株式は、本書提出日現在、東京証券取引所市場第二部に上場されていますが、公開買付者は、本公開買付けにお

いて買付け予定の株券等の数に上限を設定していないため、本公開買付けの結果次第では、東京証券取引所の上場廃止基

準に従い、所定の手続を経て上場廃止となる可能性があります。また、本公開買付けの成立後において当該基準に該当しな
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い場合でも、その後、上記「(4）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載のと

おり、公開買付者は本公開買付けの終了後に、適用ある法令に従い、当社の発行済株式の全て（ただし、当社が保有する自

己株式を除きます。）を取得することを企図していますので、かかる手続が実行された場合、当社の普通株式は東京証券取

引所の上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃止となります。なお、上場廃止後は、当社の普通株式を東京証券取引

所において取引することができなくなります。

 

(6）上場廃止を目的とする公開買付けに賛同する理由及び代替措置の検討状況

　上記「(5）上場廃止となる見込み及びその事由」のとおり、本公開買付け及びその後の一連の手続により当社株式は上

場廃止となりますが、当社は、エイ・ジー・エス・コンサルティングより取得した当社株式の株式価値算定書、本独立役員

の監査のもとでの本取締役による検討、交渉の経緯及び結果の報告、シティユーワ法律事務所から得た法的助言、本独立役

員から取得した本意見の内容その他の関連資料を踏まえ、本公開買付けを含む本取引に関する諸条件について慎重に検討

した結果、本公開買付けが当社の企業価値向上及び株主共同の利益の観点から有益であり、本公開買付価格及び本公開買

付けに係るその他の諸条件は妥当であり、本公開買付けは、当社の株主の皆様に対して合理的な価格により当社株式の売

却の機会を提供するものであると判断し、本公開買付けについて賛同するとともに、当社の株主の皆様に対し本公開買付

けに応募することを推奨する旨を決議いたしました。

　なお、公開買付者は、当社の株主の皆様の利益を保護するべく、上場廃止に伴う代替措置として、上記「(4）本公開買付け

後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載の方法により、当社の株主の皆様に対して当社株式

を売却する機会を提供しつつ、当社の発行済株式のすべて（当社が保有する自己株式を除きます。）を取得することを予

定しているとのことです。
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(7）その他

　当社は、平成24年２月３日開催の取締役会において、本公開買付けが成立することを条件に、平成24年３月31日の最終の

株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対する配当を行わないことを決議しております。詳細について

は、当社が平成24年２月３日公表した「平成24年３月期　配当予想の修正に関するお知らせ」をご参照下さい。

 

４【役員が所有する株券等の数及び当該株券等に係る議決権の数】

氏名 役名 職名 所有株式数（株） 議決権の数（個）

岡田　秀夫 代表取締役社長 － 48,000 48

福澤　勝 取締役
営業統括部長兼大阪支店長、品
質保証担当

32,000 32

加藤　裕章 取締役 技術統括部長、海外調査担当 28,000 28

藤生　和幸 取締役
経営統括部長、企画総務部、財務
部・コンプライアンス担当

6,000 ６

畑　英也 取締役 － － －

染谷　洋樹 常勤監査役 － 24,000 24

清水　知彦 監査役 － － －

増田　徹 監査役 － － －

石田　俊明 監査役 － － －

計 ９名 132,000 132

　（注１）　役名、職名、所有株式数及び議決権数は本書提出日現在のものです。なお、所有株式数及び議決権の数には、それぞれ当

社役員持株会を通じた所有株式数及びそれに係る議決権の数を含めております。

　（注２）　取締役畑英也は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　（注３）　監査役清水知彦、増田徹及び石田俊明は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

 

５【公開買付者又はその特別関係者による利益供与の内容】

　該当事項はありません。

 

６【会社の支配に関する基本方針に係る対応方針】

　該当事項はありません。

 

７【公開買付者に対する質問】

　該当事項はありません。

 

８【公開買付期間の延長請求】

　該当事項はありません。

 

以　上
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